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研究成果の概要（和文）：高度人材のグローバル移動がイノベーション・システム（SI）にお

よぼす影響について 4 つの側面から調査・分析を行った：（１）グローバル移動の影響、（２）

人材の個人特性、（３）移動と企業家精神、（４）移動する科学技術人材に向けた教育プログラ

ム。分析の結果、日本で活躍する外国人高度人材や帰国高度人材の絶対数は少ないものの SI
に及ぼす影響は大きく拡大傾向にあること、移動と企業家精神の間には結びつきがあること、

企業家精神の高まりはイノベーション・システムに強い影響を及ぼしていること、を明らかに

した。またグローバル化した環境問題へ貢献できる高度人材育成プログラムの在り方について

の検討も行った。 
 
研究成果の概要（英文）：This study investigates whether the mobility of highly talented 
people, especially in Human Resources in Science and Technology (HRST) affects Systems 
of Innovation (SI).  In completing the project, we approached the subject from four 
individual but overlapping dimensions; (1) assessment of the impact of migrant HRST on 
Japanese SI; (2) identification of individual characteristics of migrant HRST associated 
with Academic Entrepreneurship (AE); (3) empirical research on the impact of the AE on 
SI; (4) the development of the education program for HRSTs contributing to global issues 
such as environmental problems.  We found that the mobility and AE of HRST are 
interrelated with each other, which jointly affects SI. 
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１．研究開始当初の背景 
1990 年代以降、人材のグローバル移動は顕
著な増加傾向を示している。国連の調査によ

れば 1990-2000 年に移民した者は約 1 億 9
千万人である。また OECD の調査によれば、
同期には約 500 万人の高度人材が途上国か
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ら先進国へ移動し、200 万人が先進国間を移
動している。近年では、国際移動する高度人
材を積極的に受け入れて経済的成功を収め
た国や企業の事例が次々と紹介されること
もあり、彼らを惹きつける政策の研究が盛ん
になっている。また企業でも、高度人材を惹
きつける採用戦略や人的資源管理が熱心に
議論されている。こうした一連の動きは、「才
能をめぐるグローバル競争（ the global 
competition for talent）」あるいは「才能を
めぐる戦争（the war for talent ）」と呼ばれ
ている。 
だが、高度人材のグローバル移動が企業業績
や国の経済厚生に総体としてプラスに働く
のか、詳細に調査・分析した研究は数少ない。
ヒトはモノやカネといった他の生産要素と
は異なる特徴を持つため、ヒトの移動が経済
活動に及ぼす影響を鳥瞰的に捉えるために
は、分析枠組を定めつつ、総体的・包括的に
研究を行う必要がある。 
本研究では、イノベーション・システム
（Systems of Innovation: SI）論という分析
枠組に依拠しつつ、問題を総体的・包括的に
分析するために 4 つの視点（「２．研究の目
的」参照）から調査分析を行うものとする。 
 
２．研究の目的 
高度人材のグローバル移動がイノベーショ
ン・システム（SI）に与える影響について、
以下の４つの視点から調査・研究を行う： 
(1)グローバル移動する高度人材が日本の SI

に及ぼす影響 
(2)グローバル移動を経験した人材の個人特

性―アカデミック・アントレプレナーシッ
プ（Academic Entrepreneurship：AE）
に焦点を当てた調査― 

(3)AE が SI に及ぼす影響に関する実証研究 
(4)グローバル移動する高度人材に向けた教

育プログラムに関する研究―環境リーダ
ー人材育成に焦点を当てた調査― 

 
以上４つの異なる、しかし相互補完的な視点
から分析を加えることで、高度人材の移動が
イノベーションに与える影響を総合的・包括
的に捉えることを目的とする。 
 
３．研究の方法 
第一に、1990 年代以降の移動の実態とそれ
に関する先行研究を把握し、問題を包括的に
捉えるための４つの分析視点（「２．研究の
目的」参照）を設定した。 
第二に、4 つの分析視点それぞれについて、
適切な研究方法を下のように決定した： 
(1)については、論文の共著関係と、著者氏

名から推定した国籍（日本人か外国人か）
に基づく分析 

 

(2)については、大学発ベンチャー企業を創
業した研究者の経歴・業績等のデータに基
づく分析 

(3)については、アンケート調査に基づく実
証分析 

(4)については、国際問題化した環境問題の
解決に貢献する環境リーダー人材育成プ
ログラムに関する検討 

 
４．研究成果 
(1)グローバル移動する高度人材が日本の SI
に及ぼす影響について、中小企業に焦点を当
てつつ分析した。日本では外国人高度人材の
多くは中小企業に雇用されているからであ
る。 
第一に、大学発ベンチャー企業が発表した論
文の共著者と国籍（日本人か外国人か）を調
査し、外国人高度人材の知識創造への貢献を
推定し、彼らの貢献は年を追うごとに高まっ
ていると指摘した。 
第二に、既存の中小ハイテク企業（非大学発
ベンチャー企業）へインタビュー調査を行っ
た。大学発ベンチャー企業とは異なり既存の
中小ハイテク企業では、外国人高度人材は知
識貢献によってではなく、国際市場開拓に於
いて著しく貢献していると指摘した。 
 
(2) グローバル移動を経験した高度人材の
個人特性を調査するために、大学研究者の経
歴を調査・分析した。 
第一に、欧米の先行研究を精査し、グローバ
ル移動の経験は AE と相関を持つという定式
化された事実を特定した。 
第二に、日本の大学研究者の経歴を公開情報
から調査し、先行研究の定式化された事実と
照合し、合致しない点を幾つか指摘した。 
第三に、定式化された事実と合致しない要因
について SI に焦点を当てながら議論し、今
後の研究の方向性について言及した。 
 
(3) AE が SI に及ぼす影響に関して、アンケ
ート調査を基に実証研究を行った。ライフサ
イエンス分野および材料科学分野の研究者
に関するサンプルを検討した結果、AE が活
発な分野では（他の分野に比べると）①研究
者に対して分け隔てなくマテリアル・トラン
スファー（＝研究者間で研究材料を共有した
り提供したりすること）を行うことを忌避す
る傾向が高いが、その一方で、②特定研究者
同士では、活発にマテリアル・トランスファ
ーを行っている、という事実が明らかになっ
た。 
ここから、科学研究における AE の高まりは、
科学者の規範やそれに強く影響される SI に
高いインパクトを与えていると指摘した。 
 
 



 

 

(4)環境リーダー人材育成プログラムに関し
て、教育の実践を通して調査・検討した。国
際的な取り組みが必要と言われている地球
環境問題を取り上げ、その解決に貢献できる
環境リーダー人材育成に必要な要素を検討
した。 
第一に、バックキャスティングという手法
（＝地球 1個分という未来の環境制約から現
在を見直す手法）を取り上げ、これを応用し
ながら将来のイノベーションの形をデザイ
ンするライフスタイル・デザイン手法を開発
した。 
第二に、環境リーダーが備えるべき要件の一
つとしてバックキャスティング思考とライ
フスタイル・デザイン手法を挙げ、OJT や
VPP（＝課題を自ら設定して問題点を把握し、
情報を収集して制約因子を明確にしたうえ
で、最適ソリューションを提示するプロジェ
クト）を通して被験者（日本およびアジア諸
国の大学院生）への定着を観察した。 
観察の結果、国際的に活躍する環境リーダー
人材育成プログラムには、「膨大な知識量と
教材をどう絞り込むか」、「早い速度での状況
変化に対応するために、講義内容の頻繁な更
新を可能にする方法の検討」、「学生同士のネ
ットワーキングを形成し維持する方法の検
討」等、いくつかの課題が残されていること
を指摘した。 
 
本研究では、データベースの構築、定量分析、
インタビュー調査等を実施し、それに基づい
た論文の執筆、国際学会での報告、図書の出
版を精力的に行った。 
発表論文の半数以上が査読誌に掲載された
こと、American Sociological Review 誌をは
じめとするインパクト・ファクターの高いジ
ャーナルに複数本の論文を発表したことか
ら、質の高い成果を数多く発表できたといえ
よう。 
国際学会での報告も精力的に行い、Academy 
of Management（経営学）、DRUID（イノベー
ション研究）、IAMOT（技術経営論）といった
各分野のトップクラスに位置する学会で成
果を報告した。 
また、4 冊の図書の出版、インタビューへの
対応、商業誌への寄稿等、社会に向けての発
信も積極的に行った。 
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